
平成29年土地動態調査結果

平成30年3月

国土交通省　土地・建設産業局



利用者のために 

 

１ 調査の概要 

（１）調査目的 

「土地動態調査」は、企業の土地の所有、利用状況等の実態を把握し、土地政策に必要な

基礎資料を整備することを目的としている。 

 

（２）調査対象 

資本金１億円以上の会社法人及び相互会社約32,000法人から、無作為に抽出した約 28,000

法人を調査対象とする。 

 

（３）調査の時期 

調査は、平成 29 年１月１日現在により実施した。 

購入・売却の期間は、平成 28 年１月１日から平成 28 年 12 月 31 日の期間としている。 

 

（４）調査事項 

本報告書では、資本金１億円以上の会社法人について、以下の項目を取りまとめた。 

①法人について（組織形態、法人の本所・本社・本店の所在地等） 

②土地の所有状況について（所有する土地の有無、土地の購入・売却の有無等） 

③所有する土地について（所有する土地の都道府県別・資産別面積、未利用地の面積） 

④土地の購入・売却の状況について（購入・売却した土地の資産別面積、帳簿価格、区画数） 

 

（５）調査の方法 

調査は往復郵送により、国土交通省が実施した。なお、希望する法人についてはオンライ

ンによる回収も併せて実施した。 

 

（６）調査票の回収状況 

・調査票発送件数・・・調査票を発送した件数                28,445 件 

・有効調査票発送件数（ａ）・・・宛先不明や廃業等を除いた調査票発送件数  28,065 件 

（※調査対象法人数に当たる） 

・回収調査票数（ｂ）・・・回収された調査票数               17,704 件 

（※回収法人数に当たる） 

・回収率 ＝ 回収調査票数 ／ 有効調査票発送件数（ｂ／ａ）         63.1％ 

 

（７）結果の推定方法 

調査結果に、標本抽出の層ごとに抽出率の逆数と回収率の逆数を乗じて合算した。この際、

回収法人数が 0 となった層については、資本金、業種などの区分や、「平成 25 年法人土地・

建物基本調査」の結果における平均所有面積の近い層と併合して回収率を算出した。母集団

の法人数は、抽出枠の法人数を基に廃業等を除いて算出した。以上により、総計の推定値は

次の式で表される。 
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（８）結果の公表 

この調査の集計結果は、調査結果報告書及びインターネットで公表する。 

 

 

（参考）土地動態調査の沿革 

平成 26 年に統計法（平成 19 年法律第 53 号）に基づく一般統計調査として第１回の調査を

実施した。なお、この調査は、昭和 48 年から平成 24 年まで毎年実施していた「企業の土地

取得状況等に関する調査」（以下、「企業土地調査」という。）の後継に当たる調査であり、平

成 25 年は「法人土地・建物基本調査」に統合して調査を実施したものである。 

従前実施されてきた調査は下記のとおりである。 

 

○ 法人土地・建物基本調査 

平成 25 年に統計法（平成 19 年法律第 53 号）に基づく基幹統計調査として実施 

 

○ 企業の土地取得状況等に関する調査 

昭和 48 年に統計報告調整法に基づく承認統計調査として第１回を実施し、平成 24 年ま

で毎年実施 

 

：回収率 

：抽出率 

層の回収法人数 第 

層の調査対象法人数 第 

層の母集団の法人数 第

層の数 

番目の回収法人の調査結果 層の第 第

：総計の推定値 

h h 

h h 

h 

h 

h 

hi 

n n 

Nn 

h n 

h n 

hN

H

i h y

t

 

 : 

: 

: 

:

: 

ˆ 

 







H

h

n

i
hi

h

h

h

h
h

y
n

n

n

N
t

1 1

ˆ 

-2-



２ 調査結果の注意事項 

（１）数値について 

この調査の集計結果は、標本調査による推定値である。また、統計表は、それぞれ表章単

位未満を四捨五入して表章した。このため、以下について留意する必要がある。 

①表中個々の内訳数字の合計は、必ずしも総数とは一致しない。 

②面積に関する統計表については、「総数」または「計」が調査票記入単位未満である「０

千㎡」に該当する場合、内訳の「割合」は便宜上すべて「－」で表章した。 

③「割合」、「１法人当たりの面積」、「同帳簿価格」、「１支所当たりの面積」、「１区画当た

りの面積」、「同帳簿価格」、「面積の増減」、「帳簿価格の増減」については、すべて表章

単位未満（小数点以下）を含め算出していることから、統計表の実数値で計算した場合、

表章と異なる場合がある。 
 
（２）記号等について 

統計表中に用いている記号等は、以下のとおりである。 

「０」または「0.0」：調査または集計したが、該当数字が表章単位に満たないもの 

「－」：調査または集計したが、該当数字がなかったもの、数字が得られないもの 

「△」：数値の差引計算の結果、負数となったもの 

 

３ 用語の解説 
 
○ 法人 

法律の規定によって法人格を認められているもののうち事業を経営しているものをいう

（国及び地方公共団体を除く）。 
 
○ 会社 

株式会社（有限会社含む）、合名会社・合資会社、合同会社及び相互会社をいう。 
 
○ 資本金、出資金又は基金の額 

株式会社（有限会社含む）については資本金の額を、合名会社及び合資会社については出

資金の額を、相互会社については基金の額をいう。 

統計表では、「資本金」として表章している。 
 
○ 上場 

証券取引所に株式を公開することをいう｡なお､本調査では､以下のとおりに区分して表章｡ 

・東証一部、名証一部に上場 

東証一部、名証一部に株式を公開している場合。 

・東証一部、名証一部以外で上場 

上記以外の東証二部やマザーズ、ジャスダック、地方市場等の証券取引所に株式を公開

している場合。 

・上場していない 

証券取引所に株式を公開しない非上場や株式会社以外の場合。 
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○ 常用雇用者数 

常時雇用されている者をいい、次のような場合も含む。 

・一般職員と同じ給与規則により給与を受けている役員 

・当該法人が基本となる給与を支払っている出向者及び見習いや試用期間の社員 

・期間を定めずに雇用されている者 

・１か月以上の期間を定めて雇用されている者 

※平成 28 年 11 月と 12 月に、それぞれ 18 日以上雇用され、かつ調査日（平成 29 年１

月１日）にも継続して雇用されている者 

ただし、次のような場合は、常用雇用者数に含まれない。 

・外国にある支所・支社・支店などの従業員 

・人材派遣会社から派遣されている者 

・当該法人が基本となる給与を支払っていない出向者 

 

○ 本所・本社・本店の所在地（法人所在地） 

同一経営のすべての事業所を統括している事業所の所在地をいう。よって、商業登記簿上

と実際の本社機能を有している事業所の所在地が異なっている場合は、本社機能を有してい

る事業所の所在地となる。統計表では、「本社所在地」として表章している。 

 

○ 支所・支社・支店 

他の場所にある本所・本社・本店または同一経営の他の支所などの統括を受けて、法人の

雇用している従業員が常駐している事業所をいう。支所・支社・支店といわれているものの

ほか、例えば、営業所、出張所、従業者のいる倉庫・寮なども含まれる。ただし、以下の場

合は支所・支社・支店に含まれない。 

・外国にある支所・支社・支店など 

・百貨店やスーパーマーケットの中にある出店のうち、売り上げをその出店が自ら管理し

ないもの（テナントでないもの） 

・従業者の常駐していない事務所・詰所など 

・建設現場や現場仮事務所など 

統計表では、「支所」として表章している。 

 

○ 棚卸資産 

他者への販売を目的として所有している土地をいい、例えば、不動産業における商品とし

ての土地や、投資用の土地・マンションの敷地などが含まれる。法人の税務上、会計上の扱

いが「棚卸資産」になっているかどうかは問わない。 

 

○ 事業用資産 

棚卸資産以外の土地で、法人の事業のために必要な自社用、事業所用、工場用土地のほか、

社宅用、福利厚生施設用などの土地をいう。 
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○ 未利用地 

調査対象が未利用地と判断したものであり、具体的には次のとおり。 

 

＜事業用資産の未利用地＞ 

事業として使用していない土地、又は現況が本来の事業目的に使用していない土地をいう。 

（例）・事務所用地として購入したが、すぐに建設する必要がなく、そのまま空き地になっ

ている土地 

・工業用地として購入したが、すぐに建設する必要がないので、とりあえず駐車場や

資材置場として利用している土地 
 

＜棚卸資産の未利用地＞ 

現況が他社への販売目的になっていない土地をいう。 

（例）・宅地造成を行い分譲する予定の土地が、宅地造成未着工となっている土地 

・建売住宅を建設し売却するために購入したが、未だに建設に取りかかっていない土

地 

 

○ 信託受益権 

信託とは、所有者が所有する資産を信託銀行などに移転し、その信託銀行などがその資産

を所有者の設定した目的に従って管理・処分することをいい、信託受益権とはその管理・処

分した際に得られる利益を受け取る権利のことをいう。本調査では、信託されている土地に

ついては、その土地の信託受益権を有している主体の所有土地とする。 

 

○ 圏域区分 

圏域区分は、次のとおりである。 

全国      三大都市圏       東京圏  ： 埼玉、千葉、東京、神奈川 

名古屋圏 ： 愛知、三重 

大阪圏  ： 京都、大阪、兵庫 

地 方 圏 ： 三大都市圏以外の道県 

 

○ 地域区分 

地域区分は、次のとおりである。 

北 海 道 ： 北海道 

東   北 ： 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

関東・甲信 ： 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野、静岡 

東   海 ： 岐阜、愛知、三重 

北   陸 ： 新潟、富山、石川、福井 

近   畿 ： 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

中   国 ： 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四   国 ： 徳島、香川、愛媛、高知 

九州・沖縄 ： 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 
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４ 業種分類 

本報告書における業種分類は、日本標準産業分類（第 12 回改定、平成 19 年 11 月総務省告

示第 618 号）に準拠している。なお、「法人土地・建物基本調査」（平成 20 年までは「法人土

地基本調査」）及び過去の企業土地調査の業種分類との対応関係は参考表のとおりである。 
 

日本標準産業分類第 12 回改定大・中分類項目対応表 
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参考表 ｢土地動態調査｣､｢法人土地・建物基本調査｣及び｢企業の土地取得状況等に関する調査｣の 

業種分類対照表 

 

「企業の土地取得状況等に関する調査」 

（平成３年分調査まで） 

 

「企業の土地取得状況等に関する調査」 

（平成４年分調査から平成 21 年分調査まで） 

「企業の土地取得状況等に関する調査」 

（平成 22 年分調査から平成 23 年分調査まで） 

「法人土地基本調査」（平成 5、10、15、20 年実施） 
「平成 25 年法人土地・建物基本調査」 

（土地動態編：平成 24 年分調査） 

「土地動態調査」 

 （平成 25 年分調査から平成 28 年分調査まで） 

統計表区分 

 「土地動態調査」 

 （平成 25 年分調査から平成 28 年分調査まで） 

調査区分 

01 農林漁業、鉱業  01 農業 

02 林業 

03 漁業 

04 鉱業 

01 農業 

02 林業 

03 漁業 

04 鉱業、採石業、砂利採取業  

02 建設業  05 総合工事業  

06 その他の建設業  

05 総合工事業  

06 その他の建設業  

03 パルプ・紙・紙加工品製造業  11 パルプ・紙・紙加工品製造業  10 パルプ・紙・紙加工品製造業  

04 鉄鋼業・非鉄金属製造業  16 鉄鋼業  

17 非鉄金属製造業  

15 鉄鋼業  

16 非鉄金属製造業  

05 その他製造業  07 食料品製造業  

08 繊維工業（衣服、その他繊維製品を除く）  

09 衣服・その他繊維製品製造業  

10 木材・木製品製造業（家具を除く）  

12 印刷・同関連業  

13 化学工業  

14 石油製品・石炭製品製造業  

15 窯業・土石製品製造業  

18 金属製品製造業  

19 一般機械器具製造業  

20 電気機械器具製造業  

21 輸送用機械器具製造業  

22 精密機械器具製造業  

23 その他の製造業  

07 食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業  

08 繊維工業  

09 木材・木製品製造業（家具を除く）  

11 印刷・同関連業  

12 化学工業  

13 石油製品・石炭製品製造業  

14 窯業・土石製品製造業  

17 金属製品製造業  

18 はん用・生産用・業務用機械器具製造業 

19 電気機械器具製造業  

20 輸送用機械器具製造業  

21 その他の製造業  

06 卸売業  31 卸売業  29 卸売業  

07 小売業  32 小売業  30 小売業  

08 金融業、保険業  33 金融業  

34 保険業  

31 金融業  

32 保険業  

09 不動産業（賃貸を含む）  35 不動産業  33 不動産業  

10 運輸業・通信業  26 通信業、情報サービス業  

28 鉄道業  

29 道路旅客・貨物運送業  

30 その他の運輸業  

24 通信業、情報サービス業  

26 鉄道業  

27 道路旅客・貨物運送業  

28 その他の運輸業  

11 電気業・ガス業・熱供給業・水道業  24 電気業  

25 ガス・熱供給・水道業  

22 電気業  

23 ガス・熱供給・水道業  

12 飲食業、サービス業  27 放送業、映像・音声・文字情報制作業 

36 飲食店  

37 宿泊業  

38 医療業、保健衛生 

39 社会保険・社会福祉・介護事業  

40 教育、学習支援業 

41 複合サービス事業 

42 専門サービス業  

43 生活関連サービス業  

44 娯楽業  

45 廃棄物処理業  

46 自動車整備業、機械等修理業  

47 その他の事業サービス業  

48 宗教 

49 その他のサービス業  

25 放送業、映像・音声・文字情報制作業 

34 物品賃貸業  

35 学術研究、専門・技術サービス業  

36 宿泊業  

37 飲食サービス業（平成 22 年分調査では飲食店） 

38 生活関連サービス業  

39 娯楽業  

40 教育、学習支援業 

41 医療業、保健衛生 

42 社会保険・社会福祉・介護事業  

43 複合サービス事業 

44 廃棄物処理業  

45 自動車整備業、機械等修理業  

46 その他の事業サービス業  

47 宗教 

48 その他のサービス業  

13 不明 50 不明 49 不明 
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結果の概要 

 

 

 

１ 法人の土地所有状況 

平成 29 年１月１日時点における資本金１億円以上の会社法人数は３万 1600 法人とな

っている。このうち、土地を所有する法人数は１万 8457 法人（全法人数の 58.4％）と

約６割を占めており、平成 28 年に比べ 0.7 ポイント低下した。 

これを資産区分別にみると、自社用、事業所用、工場用土地、社宅用、福利厚生施設

用等の「事業用資産」を所有している法人は１万 8240 法人（同 57.7％）で、平成 28 年

に比べ 0.7 ポイント低下した。一方、他者への販売を目的として所有する「棚卸資産」

を所有している法人は 1,827 法人（同 5.8％）で、平成 28 年と同率であった。（統計表

１－１） 

 

表１ 資産区分別法人数・割合（平成 28～29 年） 

 
 

  

（単位）法人数：法人、割合：％

H28 H29 H28 H29

計 31,152 31,600 100.0 100.0

18,396 18,457 59.1 58.4

事 業 用 資 産 18,195 18,240 58.4 57.7

棚 卸 資 産 1,817 1,827 5.8 5.8

注：　「事業用資産」と「棚卸資産」については重複回答がある。

土 地 を 所 有 し て い る

法 人 数 割 合
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業種別に法人総数に対する土地を所有している法人数の割合（土地所有率）をみると、

「パルプ・紙・紙加工品製造業」が 92.1％と最も高くなっており、平成 28 年に比べ 1.1

ポイント上昇した。次いで「鉄鋼業・非鉄金属製造業」が 84.5％（同 0.3 ポイント上昇）、

「建設業」が 82.6％（同 2.1 ポイント上昇）となっている。土地所有率は、製造業、「建

設業」で高く、「運輸業・通信業」、「金融業、保険業」は低い傾向がみられる。（統計表

１－１） 

 

図１ 業種別土地所有率（平成 28～29 年） 
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これを資産区分別にみると、「事業用資産」では、「パルプ・紙・紙加工品製造業」が

92.1％と最も高くなっており、平成 28 年に比べ 1.1 ポイント上昇した。次いで「鉄鋼業・

非鉄金属製造業」が 84.5％（同 0.3 ポイント上昇）となっている。一方、「棚卸資産」

では、「建設業」が 24.5％と最も高くなっており、平成 28 年に比べ 0.2 ポイント上昇し

た。次いで「不動産業（賃貸を含む）」が 17.2％（同率）となっている。（統計表１－１） 

 

図２ 業種別の資産区分別土地所有率（平成 28～29 年） 
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資本金別に土地所有率をみると、資本金規模が大きくなるほど高くなる傾向がみられ

る。平成 29 年は平成 28 年に比べ「２～５億円」、「５～10 億円」の階層で上昇した。 

これを資産区分別にみると、「事業用資産」では平成 28 年に比べ「２～５億円」、「５

～10 億円」で上昇し、それ以外の階層では低下した。一方、「棚卸資産」では平成 28 年

に比べ「１～２億円未満」、「５～10 億円」で上昇し、それ以外の階層では低下した。（統

計表１－１） 

 

図３ 資本金別土地所有率（平成 28～29 年） 

  

 

表２ 資本金別の資産区分別土地所有率（平成 28～29 年） 
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本所・本社・本店（以下「本社」という）敷地の所有状況をみると、本社敷地を「単

独所有」している法人数の割合は 37.2％、「他の法人と共有」している法人数の割合は

3.2％、本社敷地を「所有していない」法人数の割合は 59.5％となっている。（統計表１

－４、１－５） 

 

図４ 本社敷地所有者の状況別法人数・割合 
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２ 所有土地面積の状況 

平成 29 年１月１日時点における資本金１億円以上の会社法人が所有する土地の総面

積は約 100 億 5200 万㎡で、平成 28 年に比べ約 7,000 万㎡（0.7％）減少した。 

これを資産区分別にみると、「事業用資産」が約 98 億 600 万㎡（法人総面積の 97.6％）

で、平成 28 年に比べ約 7,000 万㎡（0.7％）減少、「棚卸資産」が約２億 4600 万㎡（同

2.4％）で、同率であった。 

また、１法人当たりの面積は 54.5 万㎡で、平成 28 年に比べ 0.5 万㎡（0.9％）減少し

た。これを資産区分別にみると、「事業用資産」が 53.8 万㎡で、平成 28 年に比べ 0.5 万

㎡（0.9％）減少、「棚卸資産」が 13.4 万㎡で、0.1 万㎡（0.7％）減少した。（統計表２

－１） 

 

表３ 資産区分別面積・割合（平成 28～29 年） 

 

 

これを業種別にみると、「事業用資産」では、「パルプ・紙・紙加工品製造業」が約 25

億 1500 万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 1,700 万㎡（0.7％）増加した。次いで「そ

の他製造業」が約 18 億 2600 万㎡、「卸売業」が約 10 億 5900 万㎡となっており、これら

上位３業種で「事業用資産」総面積の半数以上を占めている。一方、「棚卸資産」では、

「建設業」が約１億 1200 万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 3,400 万㎡（43.1％）

増加した。次いで「不動産業（賃貸を含む）」が約 6,100 万㎡、「運輸業・通信業」が約

3,500 万㎡となっており、これら上位３業種で「棚卸資産」総面積の約８割を占めてい

る。（統計表２－１） 

  

（単位）法人数：法人、面積：万㎡、割合：％

H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29

計 18,389 18,453 1,012,206 1,005,174 100.0 100.0 55.0 54.5

事 業 用 資 産 18,195 18,240 987,607 980,620 97.6 97.6 54.3 53.8

棚 卸 資 産 1,817 1,827 24,600 24,554 2.4 2.4 13.5 13.4

　注：１　この表は、所有土地の面積について回答のあった法人のみを集計している。

　　　２　「事業用資産」と「棚卸資産」の法人数については重複回答がある。

１法人当たりの面積
資産区分

（２区分）

法 人 数 面 積 面 積 割 合
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図５ 業種別の資産区分別面積（平成 28～29 年） 

 

 

資本金別にみると、「事業用資産」、「棚卸資産」ともに「100 億円以上」で最も面積が

大きくなっており、ぞれぞれ「事業用資産」総面積の 61.2％、「棚卸資産」総面積の 37.5％

を占めている。「事業用資産」では、平成 28 年に比べ約１億 7300 万㎡（2.8％）減少、

「棚卸資産」では、約 800 万㎡（7.9％）減少した。（統計表２－１） 

 

表４ 資産区分別の資本金別面積（平成 28～29 年） 

 

  

45,369 
37,014 

65,081 
71,270 

249,773 
251,507 

23,133 
21,501 

183,580 
182,647 

106,813 
105,917 

9,601 
13,394 

3,225 

3,415 

38,556 
41,247 

89,239 
86,744 

96,798 
82,532 

76,439 
83,431 

0 
0 

7 
6 

7,794 
11,152 

15 
14 

132 
97 

1,283 
1,164 

2,223 
1,346 

98 
144 

583 

194 

7,926 
6,107 

3,533 
3,492 

0 
1 

1,007 
838 

0 
0 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

H28(45,376)
H29(37,020)

H28(72,875)
H29(82,422)

H28(249,788)
H29(251,521)

H28(23,265)
H29(21,598)

H28(184,863)
H29(183,811)

H28(109,036)
H29(107,263)

H28(9,699)
H29(13,538)

H28(3,807)
H29(3,608)

H28(46,482)
H29(47,354)

H28(92,772)
H29(90,237)

H28(96,798)
H29(82,533)

H28(77,446)
H29(84,269)

H28(‐)
H29(‐)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産
農林漁業、鉱業

建設業

パルプ・紙・紙加工品製造業

鉄鋼業・非鉄金属製造業

その他製造業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業（賃貸を含む）

運輸業・通信業

電気業・ガス業・熱供給業・水道業

飲食業、サービス業

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。

（単位）面積：万㎡
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法人が所有している土地の面積を所在地（地域区分）別にみると、「北海道」が約 34

億 1000 万㎡（全面積の 33.9％）と最も大きく、平成 28 年に比べ約１億㎡（3.0％）増

加した。次いで「関東・甲信」が約 20 億 9600 万㎡（同 20.9％）となっており、これら

上位２地域で法人総面積の半数程度を占めている。 

これを資産区分別にみると、「事業用資産」でも、「北海道」が約 33 億 2200 万㎡（全

面積の 33.9％）と最も大きく、次いで「関東・甲信」が約 20 億 4300 万㎡となっており、

これら上位２地域で「事業用資産」総面積の半数程度を占めている。「棚卸資産」でも、

「北海道」が約 8,700 万㎡（全面積の 35.4％）と最も大きく、次いで「関東・甲信」が

約 5,400 万㎡となっており、これら上位２地域で「棚卸資産」総面積の半数以上を占め

ている。（統計表１－２） 

 

表５ 地域区分別の資産区分別面積・割合（平成 28～29 年） 

 

 

 

 

  

（単位）面積：万㎡、割合：％

H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29

計 1,012,206 1,005,174 987,607 980,620 24,600 24,554 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

北海道 330,874 340,896 324,278 332,192 6,596 8,704 32.7 33.9 32.8 33.9 26.8 35.4

東北 78,279 76,642 76,067 73,915 2,213 2,727 7.7 7.6 7.7 7.5 9.0 11.1

関東・甲信 208,645 209,634 201,746 204,281 6,899 5,353 20.6 20.9 20.4 20.8 28.0 21.8

東海 90,939 86,460 90,179 85,550 761 910 9.0 8.6 9.1 8.7 3.1 3.7

北陸 40,833 37,658 40,503 37,361 329 298 4.0 3.7 4.1 3.8 1.3 1.2

近畿 92,773 82,470 89,541 79,701 3,232 2,768 9.2 8.2 9.1 8.1 13.1 11.3

中国 55,708 54,957 54,328 54,255 1,379 702 5.5 5.5 5.5 5.5 5.6 2.9

四国 36,468 34,651 36,321 34,477 147 174 3.6 3.4 3.7 3.5 0.6 0.7

九州・沖縄 70,039 73,451 68,067 71,746 1,973 1,706 6.9 7.3 6.9 7.3 8.0 6.9

不明 7,585 8,268 6,517 7,057 1,067 1,211 0.7 0.8 0.7 0.7 4.3 4.9

　注：　総数には資産区分不詳を含む。

土地所在地（地域区分）
（９区分）

面 積 割 合

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産 総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産
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３ 土地の購入・売却の状況 

（１）土地を購入・売却した法人数 

平成 28 年１月１日から 12 月 31 日までの１年間に、資本金１億円以上の会社法人が土

地の購入または売却を行った移動区分別に法人数をみると、土地を購入した法人が 2,745

法人（全法人数３万 1600 法人の 8.7％）で、平成 28 年に比べ 95 法人（3.6％）増加、

土地を売却した法人は 2,893 法人（同 9.2％）で、3 法人（0.1％）減少した。 

これを資産区分別にみると、土地を購入した法人では「事業用資産」が 2,401 法人（購

入土地全法人数の 87.4％）で、平成 28 年に比べ 72 法人（3.1％）増加、「棚卸資産」が

517 法人（同 18.8％）で、53 法人（11.4％）増加した。また、土地を売却した法人では

「事業用資産」が 2,429 法人（売却土地全法人数の 84.0％）で、平成 28 年に比べ 37 法

人（1.5％）増加、「棚卸資産」が 654 法人（同 22.6％）で、38 法人（5.5％）減少した。

（統計表３－７） 

 

表６ 資産区分別の移動区分別法人数・割合（平成 28～29 年） 

 

 

（２）購入・売却した土地の面積 

平成 28 年１月１日から 12 月 31 日までの１年間に、資本金１億円以上の会社法人が購

入または売却した移動区分別に土地の面積をみると、購入土地面積が約 8,600 万㎡（全

面積約 100 億 5200 万㎡の 0.9％）で、平成 28 年に比べ約 2,200 万㎡（34.8％）増加、

売却土地面積が約 8,300 万㎡（同 0.8％）で、約 900 万㎡（11.6％）増加した。 

これを資産区分別にみると、購入土地面積では「事業用資産」が約 6,200 万㎡（購入

土地総面積の 72.6％）となっており、平成 28 年に比べ約 1,500 万㎡（31.8％）増加、「棚

卸資産」が約 2,300 万㎡（同 27.4％）で、約 700 万㎡（43.6％）増加した。売却土地面

積では「事業用資産」が約 6,000 万㎡（売却土地総面積の 71.9％）で、平成 28 年に比

べ約 1,200 万㎡（24.4％）増加、「棚卸資産」が約 2,300 万㎡（同 28.1％）で、約 300

万㎡（11.6％）減少した。（統計表３－１） 

 

表７ 資産区分別の移動区分別面積・割合（平成 28～29 年） 

 

 

（単位）法人数：法人、割合：％

H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29

計 2,650 2,745 100.0 100.0 2,896 2,893 100.0 100.0

事 業 用 資 産 2,329 2,401 87.9 87.4 2,392 2,429 82.6 84.0

棚 卸 資 産 464 517 17.5 18.8 692 654 23.9 22.6

　注：　「事業用資産」と「棚卸資産」については重複回答がある。

購 入 土 地 売 却 土 地

法 人 数 割 合 法 人 数 割 合資産区分
（２区分）

（単位）面積：万㎡、割合：％

H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29

計 6,352 8,561 100.0 100.0 7,466 8,335 100.0 100.0

事 業 用 資 産 4,721 6,218 74.3 72.6 4,819 5,994 64.5 71.9

棚 卸 資 産 1,632 2,343 25.7 27.4 2,647 2,341 35.5 28.1

購 入 土 地 売 却 土 地

面 積 割 合 面 積 割 合資産区分
（２区分）
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業種別に面積をみると、「事業用資産」の購入土地面積では「その他製造業」が約 1,900

万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 700 万㎡（52.9％）増加した。次いで「建設業」

が約 1,100 万㎡、「卸売業」が約 700 万㎡となっており、これら上位３業種で「事業用資

産」購入土地総面積の約６割を占めている。一方、「棚卸資産」の購入土地面積では「不

動産業（賃貸を含む）」が約 1,700 万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 500 万㎡（39.7％）

増加した。次いで「建設業」が約 400 万㎡となっており、これら上位２業種で「棚卸資

産」購入土地総面積の約９割と大半を占めている。（統計表３－４） 

 

図６ 業種別の資産区分別購入土地面積（平成 28～29 年） 

 

 

また、「事業用資産」の売却土地面積では「その他製造業」が約 2,600 万㎡と最も大き

く、平成 28 年に比べ約 1,300 万㎡（2.1 倍）増加した。次いで「パルプ・紙・紙加工品

製造業」が約 800 万㎡、「建設業」が約 600 万㎡となっており、これら上位３業種で「事

業用資産」売却土地総面積の約７割を占めている。一方、「棚卸資産」の売却土地面積で

は「建設業」が約 900 万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 300 万㎡（43.0％）増加し

た。次いで「不動産業（賃貸業を含む）」が約 800 万㎡、「運輸業・通信業」が約 200 万

㎡となっており、これら上位３業種で「棚卸資産」売却土地総面積の約８割を占めてい

る。（統計表３－４） 
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飲食業、サービス業
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注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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図７ 業種別の資産区分別売却土地面積（平成 28～29 年） 
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注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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資本金別の面積をみると、「事業用資産」の購入土地面積では「100 億円以上」が約 1,900

万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 700 万㎡（61.3％）増加した。次いで「１～２億

円未満」が約 1,600 万㎡、「２～５億円」が約 1,500 万㎡となっており、これら上位３業

種で「事業用資産」購入土地総面積の約８割を占めている。一方、「棚卸資産」の購入土

地面積は「50～100 億円」が約 800 万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 700 万㎡（16.0

倍）増加した。次いで「100 億円以上」が約 500 万㎡、「20～50 億円」が約 400 万㎡とな

っており、これら上位３業種で「棚卸資産」購入土地総面積の約７割を占めている。（統

計表３－４） 

 

図８ 資本金別の資産区分別購入土地面積（平成 28～29 年） 

 

 

また、「事業用資産」の売却土地面積では「100 億円以上」が約 3,400 万㎡と最も大き

く、平成 28 年に比べ約 1,000 万㎡（41.0％）増加し、次いで「20～50 億円」が約 900

万㎡となっており、これら上位２区分で「事業用資産」売却土地総面積の約７割を占め

ている。「棚卸資産」の売却土地面積も「100 億円以上」が約 1,100 万㎡と最も大きく、

平成 28 年に比べ約 300 万㎡（21.6％）減少し、次いで「１～２億円未満」が約 500 万㎡

となっており、これら上位２区分で「棚卸資産」売却土地総面積の約７割を占めている。

（統計表３－４） 
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事業用資産 棚卸資産

１～２億円未満
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10～20億円

20～50億円

50～100億円

100億円以上

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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図９ 資本金別の資産区分別売却土地面積（平成 28～29 年） 

 

 

（３）購入・売却した土地の帳簿価格 

平成 28 年１月１日から 12 月 31 日までの１年間に、資本金１億円以上の会社法人が購

入または売却した移動区分別に土地の帳簿価格をみると、購入が約４兆 6900 億円で、平

成 28 年に比べ約 2,700 億円（6.1％）増加、売却が約３兆 6800 億円で約 100 億円（0.1％）

減少した。 

これを資産区分別にみると、購入土地帳簿価格では「事業用資産」が約２兆 2500 億円

（購入土地帳簿価格総額の 47.9％）で、平成 28 年に比べ約 1,400 億円（6.6％）増加、

「棚卸資産」が約２兆 4400 億円（同 52.1％）で約 1,300 億円（5.8％）増加した。売却

土地帳簿価格では「事業用資産」が約１兆 2000 億円（売却土地帳簿価格総額の 32.6％）

で、平成 28 年に比べ約 500 億円（4.6％）増加、「棚卸資産」は約２兆 4800 億円（同 67.4％）

で、約 600 億円（2.3％）減少した。（統計表３－２） 
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注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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表８ 資産区分別の移動区分別帳簿価格・割合（平成 28～29 年） 

 

 

業種別に帳簿価格をみると、「事業用資産」の購入土地帳簿価格では「不動産業（賃貸

を含む）」が約 9,200 億円と最も高く、平成 28 年に比べ約 600 億円増加した。次いで「運

輸業・通信業」が約 2,900 億円となっており、これら上位２業種で「事業用資産」購入

土地帳簿価格総額の半分程度を占めている。「棚卸資産」の購入土地帳簿価格でも「不動

産業（賃貸を含む）」が約１兆 7000 億円と最も高く、平成 28 年に比べ約 3,000 億円減少

した。次いで「建設業」が約 4,600 億円となっており、これら上位２業種で「棚卸資産」

購入土地帳簿価格総額の約９割を占めている。（統計表３－５） 

 

図 10 業種別の資産区分別購入土地帳簿価格（平成 28～29 年） 

 

 

また、「事業用資産」の売却土地帳簿価格では「不動産業（賃貸を含む）」が約 2,800

億円と最も高く、前年並みとなった。次いで「その他製造業」が約 2,500 億円、「金融業、

保険業」が約 1,500 億円となっており、これら上位３業種で「事業用資産」売却土地帳

簿価格総額の半数以上を占めている。「棚卸資産」の売却土地帳簿価格でも「不動産業（賃

貸を含む）」が約１兆 7300 億円と最も高く、平成 28 年に比べ約 3,400 億円減少した。次

（単位）帳簿価格：百万円、割合：％
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（百万円）

事業用資産 棚卸資産
農林漁業、鉱業

建設業

パルプ・紙・紙加工品製造業

鉄鋼業・非鉄金属製造業

その他製造業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業（賃貸を含む）

運輸業・通信業

電気業・ガス業・熱供給業・水道業

飲食業、サービス業

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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いで「建設業」が約 5,600 億円となっており、これら上位２業種で「棚卸資産」売却土

地帳簿価格総額の約９割と大半を占めている。（統計表３－５） 

 

図 11 業種別の資産区分別売却土地帳簿価格（平成 28～29 年） 

 

 

（４）購入・売却した土地の売買区画数 

平成 28 年１月１日から 12 月 31 日までの１年間に、資本金１億円以上の会社法人が購

入または売却した移動区分別に土地の売買区画数をみると、購入が約５万 2200 区画で、

平成 28 年に比べ約 1,200 区画減少した。売却が約６万 3300 区画で約 5,200 区画減少し

た。 

これを資産区分別にみると、購入土地区画数では「事業用資産」が約 8,400 区画（購

入土地総区画数の 16.1％）で、平成 28 年に比べ約 4,800 区画減少、「棚卸資産」が約４

万 3800 区画（同 83.9％）で、約 3,700 区画増加した。売却土地区画数では「事業用資

産」が約１万区画（売却土地総区画数の 15.8％）で、平成 28 年に比べ約 600 区画増加、

「棚卸資産」が約５万 3300 区画（同 84.2％）で、約 5,700 区画減少した。（統計表３－

３） 
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飲食業、サービス業
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注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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表９ 資産区分別の移動区分別売買区画数・割合（平成 28～29 年） 

 

 

４ 利用・未利用の状況 

平成 29 年１月１日時点における資本金１億円以上の会社法人が所有する土地の利用

状況をみると、利用地面積が約 93 億 8500 万㎡（法人総面積の 93.4％）で、平成 28 年

に比べ約１億 2600 万㎡（1.3％）減少した。未利用地面積が約６億 6600 万㎡（同 6.6％）

で、約 5,500 万㎡（9.1％）増加した。 

これを資産区分別に所有する土地の利用状況をみると、「事業用資産」では利用地面積

が約 92 億 2700 万㎡（「事業用資産」総面積の 94.1％）で、平成 28 年に比べ約１億 2300

万㎡（1.3％）減少、未利用地面積が約５億 7900 万㎡（同 5.9％）で、約 5,400 万㎡（10.2％）

増加した。一方、「棚卸資産」では利用地面積が約１億 5800 万㎡（「棚卸資産」総面積の

64.4％）で、平成 28 年に比べ約 200 万㎡（1.4％）減少、未利用地面積が約 8,800 万㎡

（同 35.6％）で約 200 万㎡（2.1％）増加した。（統計表４－１） 

 

表 10 所有土地の利用状況別の資産区分別面積・割合（平成 28～29 年） 

 

 

業種別に未利用地面積をみると、「事業用資産」では「その他製造業」が約１億 7700

万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 300 万㎡（1.6％）増加した。次いで「飲食業、

サービス業」が約 9,800 万㎡、「卸売業」が約 8,600 万㎡となっており、これら上位３業

種で「事業用資産」未利用地総面積の約６割を占めている。一方、「棚卸資産」では「建

設業」が約 2,900 万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 1,400 万㎡（93.4％）増加した。

次いで「不動産業（賃貸を含む）」が約 2,700 万㎡、「運輸業・通信業」が 1,900 万㎡と

なっており、これら上位３業種で「棚卸資産」未利用地総面積の約９割を占めている。

（統計表４－２） 

 

  

（単位）区画数：区画、割合：％

H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29

計 53,321 52,154 100.0 100.0 68,375 63,222 100.0 100.0

事 業 用 資 産 13,242 8,394 24.8 16.1 9,468 10,018 13.8 15.8

棚 卸 資 産 40,078 43,760 75.2 83.9 58,907 53,204 86.2 84.2

購 入 土 地 売 却 土 地

区 画 数 割 合 区 画 数 割 合資産区分
（２区分）

（単位）面積：万㎡、割合：％

H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29

計 1,012,206 1,005,174 987,607 980,620 24,600 24,554 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

利 用 951,099 938,527 935,063 922,719 16,036 15,809 94.0 93.4 94.7 94.1 65.2 64.4

未 利 用 61,108 66,647 52,543 57,901 8,564 8,745 6.0 6.6 5.3 5.9 34.8 35.6

所有土地の
利用状況

（２区分）

面 積 割 合

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産 総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産
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図 12 業種別の資産区分別未利用地面積（平成 28～29 年） 

 

 

これを、業種別に所有土地総面積に対する未利用地面積の割合でみると、「事業用資産」

では「金融業、保険業」が 15.9％と最も高く、次いで「不動産業（賃貸を含む）」が 14.3％、

「飲食業､サービス業」が 11.8％となっている。「棚卸資産」では「パルプ･紙･紙加工品

製造業」が 67.4％と最も高く、次いで、「運輸業・通信業」が 55.2％、「その他の製造業」

が 49.6％となっている。（統計表４－３） 

 

表 11 業種別の資産区分別未利用地面積・割合（平成 29 年） 

 

 

資本金別に未利用地面積をみると、「事業用資産」では「100 億円以上」が約１億 8000

万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 1,100 万㎡（6.6％）増加した。次いで「１～２億

円未満」が約１億 5200 万㎡、「２～５億円」が約 9,100 万㎡となっており、これら上位３

区分で「事業用資産」未利用地総面積の約７割を占めている。「棚卸資産」でも「100 億

1,429
1,657

2,996
4,184

1,986
2,122

1,571
1,676

17,404
17,687

7,336
8,588

514
939

157

545

5,149
5,879

3,163
3,465

1,368
1,320

9,468
9,840

0
0

1

0

1,525
2,949

9
9

12
12

469

578

1,171
359

6
64

223

26

2,455
2,725

2,434
1,926

0

0

260
97

0
0

0 5,000 10,000 15,000 20,000

H28(1,430)
H29(1,658)

H28(4,521)
H29(7,133)

H28(1,996)
H29(2,132)

H28(1,583)
H29(1,688)

H28(17,873)
H29(18,264)

H28(8,507)
H29(8,947)

H28(520)
H29(1,003)

H28(381)
H29(571)

H28(7,604)
H29(8,604)

H28(5,597)
H29(5,391)

H28(1,368)
H29(1,320)

H28(9,728)
H29(9,937)

H28(‐)
H29(‐)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産
農林漁業、鉱業

建設業

パルプ・紙・紙加工品製造業

鉄鋼業・非鉄金属製造業

その他製造業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業（賃貸を含む）

運輸業・通信業

電気業・ガス業・熱供給業・水道業

飲食業、サービス業

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。

（単位）面積：万㎡、割合：％

未利 用地 未利 用地 未利 用地

計 1,005,174 66,647 6.6 980,620 57,901 5.9 24,554 8,745 35.6

農林漁業、鉱業 37,020 1,658 4.5 37,014 1,657 4.5 6 0 1.8

建設業 82,422 7,133 8.7 71,270 4,184 5.9 11,152 2,949 26.4

パルプ･紙･紙加工品製造業 251,521 2,132 0.8 251,507 2,122 0.8 14 9 67.4

鉄鋼業･非鉄金属製造業 21,598 1,688 7.8 21,501 1,676 7.8 97 12 12.5

その他製造業 183,811 18,264 9.9 182,647 17,687 9.7 1,164 578 49.6

卸売業 107,263 8,947 8.3 105,917 8,588 8.1 1,346 359 26.6

小売業 13,538 1,003 7.4 13,394 939 7.0 144 64 44.3

金融業､保険業 3,608 571 15.8 3,415 545 15.9 194 26 13.6

不動産業（賃貸を含む） 47,354 8,604 18.2 41,247 5,879 14.3 6,107 2,725 44.6

運輸業･通信業 90,237 5,391 6.0 86,744 3,465 4.0 3,492 1,926 55.2

電気業･ガス業･熱供給業･水道業 82,533 1,320 1.6 82,532 1,320 1.6 1 0 0.0

飲食業､サービス業 84,269 9,937 11.8 83,431 9,840 11.8 838 97 11.6

不明 - - - - - - - - -

法 人 業 種　（12区分）

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合
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円以上」が約 4,600 万㎡と最も大きく、平成 28 年に比べ約 700 万㎡（13.2％）減少した。

次いで「50～100 億円」が約 1,800 万㎡、「20～50 億円」が約 700 万㎡となっており、こ

れら上位３区分で「棚卸資産」未利用地総面積の約８割を占めている。（統計表４－３） 

 

図 13 資本金別の資産区分別未利用地面積（平成 28～29 年） 

 

 

これを資本金別に所有土地総面積に対する未利用地面積の割合でみると、「事業用資産」

では「10～20 億円」が 20.3％と最も高く、次いで「20～50 億円」が 12.0％、「１～２億

円未満」が 11.5％となっている。「棚卸資産」では「50～100 億円」が 80.6％と最も高

く、次いで「100 億円以上」が 50.0％、「20～50 億円」が 31.1％となっている。（統計表

４－３） 

 

表 12 資本金別の資産区分別未利用地面積・割合（平成 29 年） 

   

13,716

15,227

8,052

9,072

2,030

2,074

5,675

5,823

3,845

4,604

2,292

3,053

16,934

18,047

0

0

1,481

613

649

396

95

81

473

560

454

725

115

1,772

5,297

4,598

0

0

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

H28(15,197)

H29(15,840)

H28(8,701)

H29(9,468)

H28(2,125)

H29(2,155)

H28(6,148)

H29(6,383)

H28(4,298)

H29(5,329)

H28(2,407)

H29(4,826)

H28(22,231)

H29(22,645)

H28(‐)

H29(‐)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産
１～２億円未満

２～５億円

５～10億円

10～20億円

20～50億円

50～100億円

100億円以上

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。

（単位）面積：万㎡、割合：％

未利 用地 未利 用地 未利 用地

計 1,005,174 66,647 6.6 980,620 57,901 5.9 24,554 8,745 35.6

１億円以上～ ２億円未満 138,452 15,840 11.4 132,678 15,227 11.5 5,774 613 10.6

２億円　　～ ５億円 121,052 9,468 7.8 119,344 9,072 7.6 1,708 396 23.2

５億円　　～ 10億円 19,595 2,155 11.0 19,152 2,074 10.8 443 81 18.3

10億円　　～ 20億円 31,638 6,383 20.2 28,746 5,823 20.3 2,892 560 19.4

20億円　　～ 50億円 40,553 5,329 13.1 38,221 4,604 12.0 2,332 725 31.1

50億円　　～100億円 44,124 4,826 10.9 41,923 3,053 7.3 2,200 1,772 80.6

100億円以上 609,760 22,645 3.7 600,556 18,047 3.0 9,204 4,598 50.0

不明 - - - - - - - - -

資 本 金　（７区分）

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合
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圏域区分別に未利用地面積をみると、三大都市圏が約１億 900 万㎡（未利用地総面積

の 16.3％）で、平成 28 年に比べ約 500 万㎡（5.3％）増加した。地方圏が約５億 5500

万㎡（同 83.3％）で約 4,900 万㎡（9.6％）増加した。 

これを資産区分別にみると、「事業用資産」では、三大都市圏が約 8,900 万㎡（「事業

用資産」未利用地総面積の 15.4％）で、平成 28 年に比べ約 900 万㎡（10.7％）増加、

地方圏が約４億 8900 万㎡（同 84.5％）で、約 4,500 万㎡（10.0％）増加した。一方、「棚

卸資産」では、三大都市圏が約 2,000 万㎡（「棚卸資産」未利用地総面積の 22.4％）で、

平成 28 年に比べ約 300 万㎡（13.8％）減少、地方圏が約 6,600 万㎡（同 75.0％）で、

約 400 万㎡（7.0％）増加した。（統計表４－４） 

 

図 14 圏域区分別の資産区分別未利用地面積（平成 28～29 年） 

 

 

また、圏域区分別に所有土地総面積に対する未利用地面積の割合をみると、「事業用資

産」では三大都市圏と地方圏は同程度となっているが、「棚卸資産」では三大都市圏と地

方圏では少しの差が出ている。（統計表４－４） 

 

表 13 圏域区分別の資産区分別未利用地面積・割合（平成 29 年） 

 

  

8,050

8,910

3,094

3,354

3,064

2,887

1,892

2,669

44,483

48,934

4

48

2,274

1,960

678

1,109

185

148

1,411

703

6,127

6,555

165

231

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

H28(10,324)

H29(10,870)

H28(3,772)

H29(4,463)

H28(3,249)

H29(3,035)

H28(3,303)

H29(3,373)

H28(50,610)

H29(55,489)

H28(168)

H29(279)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産三大都市圏計

東京圏

名古屋圏

大阪圏

地方圏

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。

（単位）面積：万㎡、割合：％

未利 用地 未利 用地 未利 用地

計 1,005,174 66,647 6.6 980,620 57,901 5.9 24,554 8,745 35.6

三大都市圏計 157,507 10,870 6.9 151,921 8,910 5.9 5,586 1,960 35.1

東京圏 66,673 4,463 6.7 63,262 3,354 5.3 3,411 1,109 32.5

名古屋圏 46,781 3,035 6.5 46,115 2,887 6.3 666 148 22.3

大阪圏 44,054 3,373 7.7 42,544 2,669 6.3 1,510 703 46.6

地方圏 839,311 55,489 6.6 821,557 48,934 6.0 17,754 6,555 36.9

不明 8,268 279 3.4 7,057 48 0.7 1,211 231 19.1

土 地 所 在 地
（圏 域 区 分）

（６区分）

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合

-26-



####

調　査　結　果　の　注　意　事　項

１．数値について

この調査の集計結果は、標本調査による推定値である。また、統計表は、それぞれ表章

単位未満を四捨五入して表章した。このため、以下について留意する必要がある。

①表中個々の内訳数字の合計は、必ずしも総数とは一致しない。

②面積に関する統計表については、「総数」または「計」が調査票記入単位未満である

「０千㎡」に該当する場合、内訳の「割合」は便宜上すべて「－」で表章した。

③「割合」、「１法人当たりの面積」、「同帳簿価格」、「１支所当たりの面積」、

「１区画当たりの面積」、「同帳簿価格」、「面積の増減」、「帳簿価格の増減」、

「売買区画数の増減」については、すべて表章単位未満（小数点以下）を含め

算出していることから、統計表の実数値で計算した場合、表章と異なる場合がある。

２．記号等について

統計表中に用いている記号等は、次のとおりである。

「０」または「0.0」：調査または集計したが、該当数字が表章単位に満たないもの

「－」：調査または集計したが、該当数字がなかったもの、数字が得られないもの

「△」：数値の差引計算の結果、負数となったもの
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第 1 面 

 

土地を所有していない 

 

 

 

 

 

土地を所有している 

 

 

 

 
 

ご所属課名                                記入者ご氏名                               

電話（代表）     －     －         （直通）     －     －         FAX     －     －         

１ 組織形態 

貴法人の組織形態について、当てはまる番号を回答欄 

に記入してください。 

２ 法人の名称 

名称が異なっている場合は訂正してください。 

 

３ 法人の本所・本社・本店の所在地 

所在地が異なっている場合は訂正してください。 

４ 資本金、出資金又は基金の額 

資本金、出資金又は基金の額について、当てはまる 

番号を回答欄に記入してください。 

５ 常用雇用者数 

支所・支社・支店を含めた貴法人全体の常用雇用者数 

（1ヶ月以上雇用しているパートタイマーも含みます。） 

について、当てはまる番号を回答欄に記入してください。

６ 業種 

支所・支社・支店を含めた貴法人全体の主な事業の種類について、 

「調査票の記入について」にある業種分類表により決定し、回答欄 

に記入してください。 

７ 支所・支社・支店の数 

支所・支社・支店の数を回答欄に記入してください。 

支所・支社・支店とは、法人の従業員が常駐して 

いるものをいい、営業所、出張所、工場、研究所や、 

従業員が常駐している倉庫、寮、有人駅なども含みます。 

土地の購入および 

売却をしていない 

８ 所有する土地の有無 

平成 29 年 1 月 1 日現在で、土地 

を所有しているかどうかを記入 

してください。 

 

 

 

 

 

 

注：所有しているとは、貴法人名義 

の土地のことであり、借地権や関連 

会社名義の土地ではありません。 

注：信託されている土地については、 

その土地の信託受益権を有している 

法人の所有土地とします。 
→調査はこれで終わりです。 

土地の購入又は 

売却をした １０ 土地の購入・売却の有無 

平成 28 年１月１日から平成 28 年 12 月 31 日 

までの間に、土地の購入又は売却をしましたか。

 
 

 

注：この期間に行ったすべての土地の購入、売却

について回答してください。 

→ 第２面以降の記入を 

お願いします。 

 

→第４面の記入をお願い 

します。 

 

 

 一般統計調査         平成29年1月1日現在で   で囲まれた部分を記入してください。 
 

平 成 ２ ９ 年  国 土 交 通 省 

  土 地 動 態 調 査  調 査 票 

 

 

 

Ⅰ 貴法人について 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 土地の所有状況について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 株式会社（有限会社含む） 

2 合名会社・合資会社 

3 合同会社 

4 相互会社 

該当する 
番号を記入 

1 1～2億円未満 

2 2～5億円未満 

3 5～10億円未満 

4 10～20億円未満 

5 20～50億円未満 

6 50～100億円未満 

7 100億円以上 該当する 
番号を記入 

1 4人以下 

2 5～9人 

3 10～19人 

4 20～29人 

5 30～49人 

6 50～99人 

7 100～299人 

8 300～999人 

9 1,000～1,999人 

10 2,000～4,999人 

11 5,000人以上 

該当する 
番号を記入 

業種コード  業種名 

    

※上記業種が異なっている場合のみ、業種名及び業種コードを
訂正してください。 

支所・支社・支店が ある  
千 百 十 一

秘 （総務大臣承認）

（フリガナ） 

      

 

（法人番号） 

該当する方に 
✓印でチェック 
してください 

該当する方に 
✓印でチェック 
してください 

箇
所

支所・支社・支店が ない 

本調査は、統計法に基づく一般統計調査です。秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。 

ご記入にあたっては、同封した「調査票の記入について」を参照してください。 

平成29 年8 月4 日までに着くように、返信用封筒に入れて投函してください。 

本調査はオンラインでの回答も可能です。オンライン回答にあたっては、同封した「調査票の記入について」を参照してください。 

 

政府統計コード CVCL 

調査対象者ＩＤ ●●●●●●●●● 

確認コード ●●●●●●●● 

該当する方に 
✓印でチェック 
してください 

 

 

 

９ うち本所・本社・本店の敷地所有状況 

1 貴法人が単独で所有 

2 貴法人が他の法人・個人と共有 

3 貴法人以外が所有 

  

 

             

該当する 

番号を記入 
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第 2 面 

 

Ⅲ 貴法人の所有する土地について 

１１ 貴法人の所有する土地の都道府県別資産別面積および未利用地の面積 

平成 29 年１月１日現在において所有する土地の「都道府県別資産別面積」および「未利用地の面積」について記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

【事業用資産】（自社用等土地） 【たな卸資産】（販売を目的として所有する土地） 

面 積（千㎡） うち未利用地 面 積（千㎡） うち未利用地 

十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 
 

十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 

十
億 億 千

万 
百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 

01  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

02  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

03  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

04  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

05  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

06  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

07  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

08  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

09  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

10  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

11  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

12  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

13  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

14  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

15  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

16  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

17  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

18  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

19  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

20  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

21  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

22  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

23  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

24  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

<用語について> 

●｢事業用資産｣とは、貴法人の事業のために必要な自社用、事業所用、工場用土地のほか、社宅用、福利厚生施設用などの土地をいいます。 

●｢たな卸資産｣とは、他者への売却を目的とした所有土地をいい、例えば、不動産業における商品としての土地や投資用マンションの敷地などをいいます。 

●｢未利用地｣とは、 

・事業用資産においては、空き地など事業として使用していない土地、又は現況が本来の目的に使用していない土地（例：事務所用地として購入したが現況

が駐車場や資材置き場となっている土地）が｢未利用地｣に該当します。 

・たな卸資産においては、現況が本来の目的になっていない土地（例：宅地造成を行い分譲する予定の土地が宅地造成未着工となっている土地）が｢未利用

地｣に該当します。        

・未利用地であるか否かは、区画（同一用途のまとまった土地）単位で判断してください。 

富 山 

石 川 

岐 阜 

山 梨 

茨 城 

栃 木 

群 馬 

千 葉 

埼 玉 

福 井 

静 岡 

長 野 

東 京 

神 奈 川 

新 潟 

三 重 

愛 知 

青 森 

岩 手 

北 海 道 

宮 城 

秋 田 

山 形 

福 島 
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第 3 面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

都道府県 

【事業用資産】（自社用等土地） 【たな卸資産】（販売を目的として所有する土地） 

面 積（千㎡） うち未利用地 面 積（千㎡） うち未利用地 

十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 
 

十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

25  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

26  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

27  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

28  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

29  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

30  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

31  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

32  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

33  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

34  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

35  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

36  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

37  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

38  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

39  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

40  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

41  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

42  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

43  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

44  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

45  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

46  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

47  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡  

合 計 
       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

㎡        

,000 

 ㎡ 

        平成28 年１月１日から平成28 年12 月31 日までの間に土地の購入又は売却をした    →第４面を記入してください。 
 

平成28 年１月１日から平成28 年12 月31 日までの間に土地の購入及び売却をしていない →調査はこれで終わりです。

<記入単位について> 

●面積は、百㎡の位を四捨五入し、 

千㎡単位でご記入ください。 

●１坪は、3.3㎡に換算。その他の単位も 

㎡単位に換算してください。 

●帳簿価格は、十万円の位を四捨五入し、 

百万円単位でご記入ください。 

（例）15,600 ㎡ → 16(千㎡)  （例）1坪 →   3.3㎡ (例) 7,654万円 → 77(百万円) 

     5,300 ㎡ →  5(千㎡) 1畝 →    99㎡      1,234万円 → 12(百万円) 

        800 ㎡ →  1(千㎡)      1反 →   992㎡         90万円 →  1(百万円) 

        450 ㎡ →  0(千㎡)      1町 → 9,917㎡         48万円 →  0(百万円) 
 

<各欄の記入について>   

●都道府県ごとの数値を集計した値と合計の欄は必ずしも一致しません。 

 (例) 東京に600㎡、神奈川に800㎡で合計1,400㎡の土地を所有している場合の回答は、東京１(千㎡)、神奈川１(千㎡)、合計１(千㎡)、となります。 

東京の「１」と神奈川の「１」を足して「２」とならないことにご注意ください。 

●千㎡に満たない部分を四捨五入した結果、面積が0千㎡となる場合は、その欄に「0」と明記してください。 合計欄も忘れずに記入してください。 

 
該当する方に 
✓印でチェック 
してください  

鹿 児 島 

沖 縄 

滋 賀 

京 都 

大 阪 

兵 庫 

奈 良 

和 歌 山 

鳥 取 

島 根 

岡 山 

広 島 

山 口 

徳 島 

香 川 

愛 媛 

高 知 

福 岡 

佐 賀 

長 崎 

熊 本 

大 分 

宮 崎 
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第 4 面 

Ⅳ 土地の購入・売却の状況について 

１２ 購入・売却した土地について 

平成28 年１月１日から平成28 年12 月31 日までの間に購入又は売却した土地の面積、帳簿価格および売買区画数について 

記入してください。この期間に行ったすべての土地の購入、売却について記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２-（1） 事業用資産 （自社用等土地） 

項目 事業用資産（自社用等土地） 

面積（千㎡） 帳簿価格（百万円） 売買区画数  

区分  十億 億 千万 百万 十万 万 千 千億 百億 十億 億 千万 百万 千 百 十 一 

１年間の 

土地移動 

状況 
 

[平成28 年

1月1日～ 

平成 28 年

12月31日] 

(a)購入した土地 
       

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

 
うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地        

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

(b)売却した土地 
       

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

 
うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地        

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

１２-（2） たな卸資産 （販売を目的として所有する土地） 
項目 たな卸資産（販売を目的として所有する土地） 

面積（千㎡） 帳簿価格（百万円） 売買区画数  

区分  十億 億 千万 百万 十万 万 千 千億 百億 十億 億 千万 百万 千 百 十 一 

１年間の 

土地移動 

状況 
 

[平成28 年

1月1日～ 

平成 28 年

12月31日] 

(a)購入した土地 
       

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

 
うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地        

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

(b)売却した土地 
       

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

 
うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地        

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

 

 

 

  

－ご協力ありがとうございました－ 

提出期限は、平成29年８月４日です。期限内の回答をお願い致します。 

後日、調査票の記入内容について、確認・照会をさせて頂く場合もありますので、 

できましたら記入した調査票のコピー（控え）の保管をお願い致します。 

<用語について> 

●「売買区画数」の区画とは、同一用途で使用している（使用予定の）まとまった土地のことです。 

 

●｢信託受益権｣の信託とは、所有者が所有する資産を信託銀行などに移転し、その信託銀行などがその資産を所有者の設定した目的に従っ

て管理・処分することをいい、信託受益権とはその管理・処分した際に得られる利益を受け取る権利のことをいいます。 
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